



















  ‘Baba,Okamoto and Tsuchiya within Barnard-Simon Theory’
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働系の問題をも同時に中心対象として居るも
のと言って宜い。」注 5）（ 49 ～ 50 傍点筆者）―――
　ちなみに日本におけるバーナード理論研究には、a. 協働体系の視点に立つ経営学（の基礎





















念とされている。（ 102 ～ 3）。authority は馬場の云う広義の勢力（指導力、支配力、強力
及びそれらの混合型）に該当し、「他人の意思決定前提となって彼の行動を響導するような意
思決定を為す力」（ 108）である。A が決定した意思を B に伝達し、B がそれを（己れの意
思決定前提として）受諾したとき、authority 関係が成立する。この場合、B は伝達された A
の意思（決定前提）の内容の正しさを問うことなくただ受諾（して己れの意思決定前提と）



































集』組織論特集号 1968、高宮晋編『現代経営学の系譜』1969 所収の諸論稿、そして 1967 年
創刊『組織科学』誌上に見参した次世代研究者たちの諸論稿―――それらは引き続く 1970 年
代を一貫する全国的な組織論研究の上げ潮を先導するものであった。
　およそ 1960 年代半ばから 70 年代にかけて、再建組織学会の下での BS 理論学習の灼熱から、
東大経営学グループを核として（社会学・心理学など隣接科学を含む）東西の気鋭を糾合し
ての百花繚乱に至るまでを勃興期とすれば、馬場の組織学会創立をはじめとする献身と挫折

































　「伝達の過程には 2 つの大きな流れが介在している………1 つは一般的、抽象的目的が次第
に特殊的、具体的目的に分化していく側面であり、他の 1 つは寄与者各人の伝達を通して彼
らの協働意志が確保、維持されていく側面である。」（ 104）第 1 の側面における伝達は共
通目的をその実現に必要な具体的行動へと飜案する過程であり、「前後上下へ、障害、困難、
不可能、完成を報じつつ、組織内の一定水準から他の水準に移行するに従い、目的を再定義し、

























管理者 executive は目的定式化・協働意思確保・伝達体系維持の 3 職能をこなしている‘組
織の単なる 1 契機’に過ぎない。‘協


















































岡本は、前記した BS 理論学習の灼熱期（1960 年代中頃）には、ほぼ BS を卒業して新領域
の開拓に重点を移しつつあったと思われる。1970 年前後の瞭乱期著作群において、岡本はバー







と化していたバーナードを、30 年近くを距てて再び論じる機会―――バーナード生誕 100 年
記念論集『バーナード』への寄稿―――が訪れた。修行時代に馬場の著作を手引に作られた





















































ナードが「personal components について 2 つの協働態概念に微妙に関わらせた説明」をし
ていることが若干の理解困難を生んでいる、と岡本は云う。（ 69 ～ 70）












































































































欠けているが故に認め難い、と岡本はいうのである。（ 80 ～ 2）
　「影響力ないし authority の問題について両者の概念は略々同じであるが、明らかにサイモ
























的受容に限って authority とよぶ。authority は部下の納
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ナードを読み始めたのは 1961 ～ 2 年、大学院修了近くになった頃だという。前節で触れたバー

























つ第 1 の流れ」と対照的である。（ 81）
　以上 3 つの流れは、現在の経営管理学が取組むべき 3 つの問題に対応する特有の理論であ


















































































































善を除いて殆どそのまま移し替えられている………第 3 部の第 10 章‘専門化’は別として、
第 11 章‘誘因’、第 12 章‘権威―コミュニケーション’第 13 章・14 章‘意思決定の部分が
旧稿通りである’（飯野 1978：153）注 3）そして‘第 10 章‘専門化’の基盤と種類’は（講義
草稿）第 3 講に一部分論及されているが殆どが新しい。重要な追加と思われる。」（ 156）
　以上から次のような推論が可能である―――第 13・14 章（意思決定の環境・機会主義の理





の敷衍を課題とする第 3 部冒頭に置かれることになった注 4）。
　以上の推論を是とすれば、バーナードの意思決定についての論述が二











づけてのことではないか。こういう次第で、前掲図 3 は図 4 のように描き改められるべきで
あろう。
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続（的に活動）させようという意図をもち、多くの場合、その組織と多
























第 2 にバーゲニングによって利害を調整して解消する。第 3 に探索活動によって新たな代替



















































　以上は BS 理念の展開方向について、1 つの可能性の大枠を示したもので、この方向だけ
が BS 理論の唯一の道だと主張するのではない。他の方向での展開・精徴化もあり得るが、
「そうした他の可能性においても、出発点としての公準は共通のものになっている筈である。





































































問題意識を持ち得た理由は、AT ＆ T という独占的公共事業を営む大企業に在って、ホワイ











































しかし、それ以前は‘組織の時代’ではなかったと云えば嘘になろう。1920 ～ 30 年代、大
企業寡占体制は既に顕著、‘経営者革命’という言葉に代表されるような、‘組織の時代’の
諸側面に肉迫した幾つもの言説が生産されていた。また、1970 ～ 80 年代、‘企業者精神の時代’

































































































































員数は恐らく東西含めても 50 名に達しなかったのではあるまいか。」（以上、山本 1980 による）
　2）1965 年度（1965.10 ～ 1966.9）に行われた定例研究会 13 回のうち 5 回がバーナード及び






















　7）貢献意欲問題の論議については（飯野 1976 → 78：182 ～ 7）を参照。
　8）以下、authority 概念におけるバーナードとサイモンの‘差異’については（川端
1973 → 2004：141 ～ 7）を参照。


















ニューヨーク州高速道路局もそうである。」（March ＆ Simon1958：1 訳 3）
　3）ローウェル講義草稿の構成は次の如くである。第 1 講、協働努力の諸原則。第 2 講、組
織の概念。第 3 講。複合組織の構造。第 4 講・誘因の経済。第 5 講、権威の理論。第 6 講、
意思決定の環境。第 7 講、管理職能。第 8 講、管理責任の性質。
　4）専門化の 5 つの基礎のうち、最もユニークとされる‘社会結合の専門化’は明らかに非
公式組織の形成・機能と密接に関連している。加藤（1996）の考証に従えば、ローウェル草
稿第 3 講に「分業と専門化」と題する一節があり、主著第 10 章にいう 5 種類のうち a. 地理
的専門化、c. 社会結合の専門化、e. 方法の専門化に相当する部分で構成されている。b. 時間
的専門化は注記の形で言及され、d. 作業対象の専門化について明示的言及はない。5 種類個々
の内容が主著では草稿にくらべずっと整理されているという。主著第 10 章が草稿からみて‘大









べてのバーナード研究者が第 10 章を組織 3 要素のなかの「目的」に対応するものとみなして
きたのも尤もではある。
　5）組織における権力関係の成立を社会的交換理論に拠って説明している点に、筆者は違和


















































Barnard.C.　1938‘The Functions of the Executive’邦訳『経営者の役割』（ダイヤモンド社）
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